
事業主の皆様へ 

              愛知県個人住民税特別徴収推進協議会からのお知らせ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 個人住民税の特別徴収とは、給与支払者が、所得税の源泉徴収と同様に、住民税

の納税義務者である給与所得者に代わって、毎月従業員に支払う給与から住民税（県

民税＋市町村民税）を徴収し、納入していただく制度です。 

 

○ 地方税法第３２１条の４及び各市町村の条例の規定により、給与を支払う事業主

は、原則として、すべて特別徴収義務者として個人住民税を特別徴収していただく

ことになっています。 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 

 
   

   

 

 

 

 

 

 
＊このチラシが、既に特別徴収を行っている事業主の方に送付された場合はご容赦ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊毎年５月に特別徴収義務者あてに、特別徴収税額の通知をお送りしますので、その 

 税額を毎月の給与から徴収し、翌月の１０日までに各従業員の住所地の市町村へ納 

 入していただきます。 

 

 

 従業員が常時１０人未満の事業所は、申請により年１２回の納期を年２回とするこ 

 ともできます。 

特別徴収のしくみ 

納期の特例 

愛 知 県 と 県 内 全 市 町 村 は 、 対 象 と な る 全 て の 

事 業 主 に 対 し て 個 人 住 民 税 の 特 別 徴 収 (給 与 天 引 き ) 

を 行 っ て い た だ く た め の 取 組 を 進 め て い ま す 

個 人 住 民 税 は 特 別 徴 収 で 

納 め ま し ょ う 
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事業主の皆様へ 

愛知県個人住民税特別徴収推進協議会からのお知らせ 

 

個人住民税の特別徴収について 

Ｑ ＆ Ａ 
 

Ｑ１ 
 今まで特別徴収をしていなかったのに、なぜ、特別徴収にしないといけな

いのですか？ 

Ａ１ 

 地方税法第３２１条の４及び各市町村の条例の規定により、所得税の源泉

徴収義務がある事業者は、個人住民税の特別徴収義務者として包括的に指定

され、住民税を特別徴収することが義務づけられています。 

 

Ｑ２  特別徴収にすると、事務量が増えそうですが、大丈夫ですか？ 

Ａ２ 

 住民税の特別徴収は、所得税のように、税額を計算したり年末調整をする

必要はありません。税額の計算は給与支払報告書に基づいて市町村で行い、

従業員ごとの住民税額を各市町村から通知しますので、事業主の方は、その

税額を毎月の給与から徴収し、翌月の１０日までに、金融機関を通じて各市

町村に納めていただくだけです。 

 なお、従業員が常時１０人未満の事業所には、申請により年１２回の納期

を年２回とする制度もあります。 

 

Ｑ３  特別徴収にするメリットはあるのですか？ 

Ａ３ 

 特別徴収をすると、従業員の方がわざわざ金融機関へ納税に出向く手間を

省くことができます。さらに、普通徴収の納期が原則として年４回であるの

に対し、特別徴収は年１２回なので従業員（納税義務者）の１回あたりの負

担が少なくてすみます。 

 

Ｑ４  普通徴収から特別徴収に切り替えるには、どうすればいいのですか？ 

Ａ４ 
 普通徴収から特別徴収への切り替えの手続等具体的なお問い合わせは、各

従業員の方の住所地の市区町村（住民税担当）に直接お問い合わせください。 

 
愛知県総務部税務課 徴収グループ 052-954-6050 

愛知県総務部市町村課 税政グループ 052-954-6068 

設楽町 財政課 ０５３６-６２-0516（ダイヤルイン） 

 

 

「愛知県個人住民税特別徴収推進協議会」は、愛知県と県内全市町村が参加し 

て個人住民税の特別徴収推進を図る目的で、平成２４年７月に設立されました。 

このチラシに

関するお問い

合わせ先 
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